
子育て短期支援事業

➢ 保護者が子どもと共に入所・利用可能とする。子どもが自ら入所・利用を希望した場合の入所・利用を
可とする。

➢ 専用居室・専用人員配置の推進、入所・利用日数の柔軟化（個別状況に応じた利用日数の設定を可とする）を進める。

子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援）

➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象（支援を要するヤングケアラー含む）
➢ 訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を行う。

例）調理、掃除等の家事、子どもの送迎、子育ての助言 等

親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援）

➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象
➢ 親子間の適切な関係性の構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を行う。

例）講義・グループワーク・ロールプレイ等の手法で子どもとの関わり方等を学ぶ（ペアレントトレーニング） 等

児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援）

➢ 養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象
➢ 児童の居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への相談等を行う

例）居場所の提供、食事の提供、生活リズム・メンタルの調整、学習支援、関係機関との調整 等

市区町村における子育て家庭への支援の充実

地域子ども・子育て

支援事業への位置づけ

 市区町村の計画的整備

 子ども・子育て交付金

の充当
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○ 要支援・要保護児童（※１）は約23万人、特定妊婦（※２）は約0.8万人とされる中、支援の充実が求められている。
※１ 保護者への養育支援が特に必要、保護者による監護が不適当な児童 ※２ 出産前において出産後の養育支援が必要な妊婦

○ 地域子ども・子育て支援事業において、訪問型支援、通所型支援、短期入所支援の種類・量・質の充実を図るととも
に、親子関係の構築に向けた支援を行う。

○ 市区町村において計画的整備を行い、特に、支援が必要な者に対しては市区町村が利用勧奨・措置を実施する。

一時預かり事業

➢ 子育て負担を軽減する目的（レスパイト利用など）での利用が可能である旨を明確化する。

資料２



○ 令和４年６月に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」において、子育て世帯訪問支援事業、児童育成支援拠点事業並びに親

子関係形成支援事業（以下「新たな家庭支援事業」という。）及びこども家庭センターを児童福祉法（以下「法」という。）に位置づけ

た。（施行：令和６年４月１日）

・子育て世帯訪問支援事業（法第33条の６第19項） ・親子関係形成支援事業 （法第33条の６第21項）

・児童育成支援拠点事業 （法第33条の６第20項） ・こども家庭センター （法第10条の２第１項）

○ 今般、児童福祉法上に位置づけた新たな家庭支援事業及びこども家庭センターは、子ども・子育て支援法（以下、「子子法」とい
う。）上の地域子ども・子育て支援事業として、関係省庁と調整のうえ、位置づけることとしている。他の地域子ども・子育て支援事業
と同様、子子法に基づく国、都道府県（広域調整等）、市町村（実施主体）の適切な役割分担の下で、住民ニーズを踏まえ、積極的な事
業展開を図っていただきたい。

○ 地域子ども・子育て支援事業は、基本的には、市町村子ども・子育て支援事業計画（以下、「事業計画」という。）に基づき事業を実

施することで、国・都道府県から財政支援が行われる仕組みである。今後、内閣府など関係省庁と調整のうえ交付要綱の改正や実施要綱

の策定を行う予定。

○ 現在、第２期事業計画（令和２年度～令和６年度）の期間中であり、第２期事業計画最終年から、新たな家庭支援事業及びこども家庭

センターが施行となる。

このため、事業を実施する市町村においては、少なくとも今期事業計画期間中に計画の見直しを行う場合や次期の事業計画の策定の際

に、事業計画に盛り込むこととしていただきたい。

そのことを前提として、当面は事業計画上の位置づけがなくとも、財政支援の対象とすることとしており、都道府県におかれても同様

の取扱いをお願いしたい。

※ なお、量の見込みの算出等の考え方については、令和５年度中に提示する予定。

事業計画 第３期事業計画

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７～

財政支援
子ども・子育て支援交付金

新たな家庭支援事業及びこども家庭センターの市町村子ども・子育て支援事業計画等の取扱いについて

第２期事業計画

安心こども基金、児童虐待・DV対策等総合支援事業、子ども・子育て支援交付金等

【事業計画策定スケジュールのイメージ】

市町村子ども・子育て支援事業計画及び子ども・子育て支援交付金の取扱いについて



改正児童福祉法施行に向けたスケジュール
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